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平成２９年２月２１日実施・公金の債権回収業務に関する法務研修（⽔⼾開催）

公金の債権回収に関する法令と実務

茨城県弁護士会所属 弁護士 茂手木 克 好
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第１ はじめに

１ 滞納整理の要諦は，回収すべきものは回収し，落とすべきものは落とすこと
にある。

２ 徴収率を上げるコツは，法令に則った債権管理を行うことに尽きる。

第２ 債権の意義・区分
１ 地方自治法（以下「自治法」）上の債権
⑴ 金銭債権 自治法２４０条１項【法令集ｐ１】

ｃｆ 財産 自治法２３７条１項【法令集ｐ１】
ｃｆ 物権と債権の区別

物権とは，物に対する権利（所有権，抵当権など）
債権とは，人に対する権利＝特定の人に特定の給付を請求する権利

２ 債権の分類
強制徴収公債権

公債権
債権 非強制徴収公債

私債権

⑴ 強制徴収公債権 滞納処分による徴収可能
ｃｆ 自治法２３１条の３第３項【法令集ｐ１】

⑵ 非強制徴収公債権
滞納処分（自力執行）による徴収不可
ｃｆ 自治法２３１条の３第１項【法令集ｐ１】

⑶ 私債権
３ 公債権
⑴ 意義

公法上の原因によって発生する債権
公法上の原因とは？

⑵ 種類
ア 地方税（自治法２２３条）【法令集ｐ２】
イ 強制徴収公債権（自治法２３１条の３第３項）
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 分担金（自治法２２４条），加入金（同２２６条等），過料（同１４
条３項など）【法令集ｐ２】

 法律に滞納処分の規定がある。
例：下⽔道使用料（自治法付則６条３号），国⺠健康保険料（国⺠健康

保険法７９条の２）【法令集ｐ２】，介護保険料（介護保険法１４
４条）【法令集ｐ２】，道路占有料（道路法７３条３項）【法令集
ｐ３】

ウ 非強制徴収公債権
 強制徴収公債権以外の公債権
 使用料（自治法２２５条），手数料（同２２７条），その他は法律に
滞納処分の規定がなければ非強制徴収公債権

⑶ 発生（道路占用料を例として）
ア 占用許可（道路法３２条１項）【法令集ｐ３】
イ 占用料の徴収（同法３９条１項，各自治体の道路占用料等徴収条例）
例：茨城県道路占用料徴収条例

４ 私債権
⑴ 意義 ・私法上の原因に基づいて発生する債権

契約（⺠法第３編債権・第２章），事務管理（同・第３章），不当利得
（同・第４章），不法行為（同・第５章）

⑵ 発生要件（契約の場合）
申込と承諾

⑶ 茨城県における⺟⼦福祉資金貸付・・・私債権の例として
ア 根拠法令
・⺟⼦及び父⼦並び寡婦福祉法（以下「⺟⼦寡婦法」という。）【法令集
ｐ３】

・⺟⼦及び父⼦並び寡婦福祉法施行令
・茨城県⺟⼦及び父⼦並びに寡婦福祉法施行細則（以下「細則」とい
う。）【法令集４頁】

イ 目的
・⺟⼦寡婦法１条

ウ 借受資格
・⺟⼦寡婦法６条，１３条１項，３１条の６，３２条【法令集３〜４頁】
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エ 貸付けの手続き
 貸付の申請（細則３条）・・・・・・申込
 貸付決定（細則５条）
 交付（細則５条）・・・・・・・・・承諾
 借用書の提出（細則６条）
 金銭の交付

オ 法的性質（発生原因）
 公債権か私債権か
→私債権∵貸付債権は法律，施行令，細則に基づいて発生するのではない。
 貸付債権は契約によって発生するとすると，法律，施行令，細則に法
的意味はないのか

→内部的拘束力
 契約といえども，自治体が当事者となる契約であるから憲法上の原則
（平等原則等）の適用を受ける。

 法律や条例等の法令は，当然には相手方に効力を及ぼさないが，法定
約款ないし附合約款として間接的な効力を有する（通常，借用書などに
「○○条例を遵守して返済することを誓約します。」などの文言が記載
されている。）。但し，相手方に対し，その内容について充分な説明が
必要である。
＊資料集ｐ１

５ 公債権，私債権の区分に関する判例
⑴ 公営住宅 最判昭５９．１２．１３【参考裁判例集ｐ２】
⑵ ⽔道料金 最決平１５．１０．１０【参考裁判例集ｐ５】
⑶ 公立病院の診察料 最判平１７．１１．２１【参考裁判例集ｐ５】

第２ 任意の履行を求める措置
１ 督促
⑴ 法令の確認
ア 公債権・・・自治法２３１条の３第１項【法令集ｐ１】

個別法 ｅｘ．道路法７３条１項【法令集ｐ３】
イ 私債権・・・自治法２４０条２項【法令集ｐ１】，自治令１７１条

⑵ 督促する時期，督促の方法，指定すべき期限
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ア 自治法に規定無し
イ 条例，財務規則，会計規則等に定めをおいている自治体もある。

ｅｘ．茨城県の場合，茨城県財務規則５７条に，納期限後２０日以内に
督促状より完納すべき旨を督促しなければならない，督促状を発する日か
ら１５日以内において納期限を指定しなければならない旨の定めがある。
＊資料集ｐ２〜３

⑶ 督促の効力
ア 強制徴収公債権 滞納処分の前提要件（自治法２３１条の３第３項【法令
集ｐ１】）

イ 時効中断 自治法２３６条４項により絶対的な時効中断の効力 ただし，

最初の督促のみ
ｃｆ．⺠法１５３条

ウ 公債権につき条例に定めがあれば督促手数料，延滞金の徴収可（自治法
２３１条の３第２項【法令集ｐ１】）
ｅｘ．⽔⼾市の場合，⽔⼾市税外収入延滞金及び督促手数料徴収条例に

より督促手数料及び延滞金を徴収できる。
⑷ 送達
ア 自治法２３１条の３第４項【法令集ｐ１】 通常到達すべきときに送達が
あったものと推定される（地方税法２０条４項【法令集ｐ６】）。←公債
権のみ（私債権適用なし）。
ｃｆ．⺠法９７条

イ 交付送達（地方税法２０条２項【法令集ｐ６】）
ウ 差置送達（同条３項２号【法令集ｐ７】）
エ 公示送達（同２０条の２【法令集ｐ７】）

⑸ 再督促（催告）
ア 自治法に規定無し
イ 弁済を促すという事実上の効果を期待して行う。
ウ ２回目以降の督促に⺠法１５３条【法令集ｐ５】の催告の効力はあると
するのが判例（最判昭４３．６．２７【参考裁判例集ｐ１】）

エ ワンパターンではダメ。次第に強い口調のものにする。
＊資料集ｐ４

⑹ 期限の利益の喪失条項がある場合の督促・催告
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ア 自治法２４０条２項【法令集ｐ１】，自治令１７１条の３
イ 期限の利益の意味 請求失期と当然失期
ウ 繰上事由

法令 ⺠法１３７条，⺠法９３０条等
契約 期限の利益の喪失約款
ｃｆ．⺟⼦及び父⼦並びに寡婦法施行令１６条

エ 配達証明付内容証明郵便で送る。→併せて最後通牒の役割
＊資料集ｐ６

⑺ 保証人に対する請求
ア 自治令１７１条の２第１号
イ 請求の時期・・・「相当の期間」とは
ｃｆ．平２０．２．２１広島地裁福山支部判決【参考裁判例集ｐ７】
ｃｆ．平２４．７．１８東京地裁判決【参考裁判例集ｐ１０】

２ 履行延期の特約等
⑴ 法令の確認
ア 自治法２４０条３項【法令集ｐ１】，自治令１７１条の６
イ 私債権及び非強制徴収公債権のみ適用

⑵ 適用要件の確認方法
＊資料集ｐ８〜ｐ１０
⑶ 延⻑する期間
ア 特に定めなし
イ 条例等に定めを置いている自治体もある。

ｅｘ．⽔⼾市の場合，⽔⼾市財務規則２６１条【法令集ｐ８】により，
原則として，５年以内とされている（再延⻑可）。

⑷ 法的効果
ア 期限の利益を付与→遅滞は解消

⑸ ⺠法上の和解との関係
ア ⺠法上の和解（⺠法６９５条）ではない。
イ したがって，議会の議決は不要であるが，裁判所で行うときは必要とな
る（自治法９６条１項１２号）。

⑹ 履行延期に係る措置
ア 特に定めなし
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イ 利息は課すべき。できれば担保提供させる。
ｃｆ．⽔⼾市財務規則２６２条【法令集ｐ８】

⑺ 特約等に付すべき条件
ア 特に定めなし
イ 期限の利益の喪失条項，住所変更通知義務，調査受忍義務等を付すべき。
ｃｆ．⽔⼾市財務規則２６３条１項１号【法令集ｐ８】

ウ 同意書の入手 ＊資料集ｐ１１
⑻ 手続き
ア 特に定めなし
＊資料集ｐ１２〜ｐ１７

３ 納付誓約書のよる分割納付容認
⑴ 法令の確認
ア 法的根拠なし
イ 地方税，その他の公債権，私債権にも使われている。
＊資料集ｐ１８

⑵ 要件の確認
ア 特に限定なし

⑶ 猶予期間
ア 特に制限なし

⑷ 法的効果
ア 納付義務者が一方的に差し入れるものであり，法的効果は発生しない。
イ 合意が成立しているとみることはできない。
ウ 債務承認として時効中断の効力はある（⺠法１４７条３号）。

⑸ 事実上の効果
ア 納付誓約どおりに履行している間は強権発動（滞納処分，訴訟提起等の
法的手続き）を差し控えるという事実上の効果はある。

⑹ 濫用すると弊害の方が大きい。
ア 法的根拠を有しないので，安易に適用される。→不履行→納付誓約書→
不履行→納付誓約書・・・（繰り返し）・・・⻑期滞納者を現出

イ 滞納初期に短期間に限って使うべきである。
ウ 不履行のときは，原則どおり，法的手続きを採るべきである。
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第３ 財産調査
１ 財産調査の目的
⑴ 債務者の収入状況，資産状況を把握することにより，回収するのか，落と
すのか，今後採るべき措置を決める。

２ 地方税の徴税吏員の滞納処分に関する調査権限
⑴ 質問検査権
ア 地方税法３３１条６項（市町村⺠税）→国徴法１４１条
イ 滞納者のみならず，滞納者と取引関係のある第三者等に対しても調査可
能

ウ この権限を使って，例えば，金融機関に滞納者との取引の有無や取引経
過に関する情報を入手することができる。

エ 質問検査に応じない者，虚偽の陳述をなし，あるいは虚偽の書類を提出
したりした者については罰則の適用がある（地方税法３３３条１項（市町
村⺠税）等）。

⑵ 官公庁等に対する調査
ア 地方税法３３１条６項（市町村⺠税）→国徴法１４６条の２
イ この権限を使って，例えば，税務署に対して法人税，所得税申告書等及
び納税状況等を照会できる。

⑶ 捜索
ア 地方税法３３１条６項（市町村⺠税）→国徴法１４２条
イ この権限を使って，滞納者宅に立ち入り，現金や高価品，帳簿等を探し
出す。

３ 地方税以外の強制徴収公債権の場合の調査権限
⑴ 地方税の滞納処分の例による（自治法２３１条の３第３項【法令集ｐ
１】）

⑵ 地税法は，税目毎に滞納処分について規定しているが，それらの規定は，
当該規定に定めのないものについては，「国徴法に規定する滞納処分の例に
よる。」としており，国徴法の滞納処分の規定が包括的に適用になる。

⑶ それ故，当該強制徴収公債権については，その債権の性質に反しない限り，
国税の滞納処分について適用される法規を一般的に準用することになる。

⑷ この法規の主なものは国徴法第５章の滞納処分の規定であるところ，財産
調査については，同法同章第２款（１４１条ないし１４７条）に規定があり，
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強制徴収公債権については上記規定が適用になる。
４ 非強制徴収公債権・私債権の場合
⑴ 調査権なし→では，どうしたらよいのか→情報を共有化できないか。
→後記６

５ 情報共有化ついての制約
⑴ 個人情報保護法
ア 第三者提供の原則禁止（個人情報保護法２３条）
イ 金融機関等からの情報を入手できない。

⑵ 個人情報保護条例
ア 情報の取得制限
 茨城県個人情報の保護に関する条例５条１項，３項 所掌する事務の目
的達成に必要な範囲内で，適法かつ公正な手段によって収集しなければ
ならない。

 同条１項本文 個人情報を収集するときは，本人から直接これを収集し
なければならない。

イ 目的外利用，第三者提供の禁止
 同条例９条１項 原則として，本人の同意を得ずに，目的外利用するこ
とはできない。また，第三者に提供することはできない。

⑶ 税務情報に係る守秘義務
ア 法令の確認
 地方税法２２条
 平成２５年改正 守秘義務の範囲の拡大，厳罰化

イ 趣旨
 地方税法３３１条６項【法令集ｐ９】等，国税徴収法１４１条【法令
集ｐ１０】，地方税法３３３条１項【法令集ｐ１０】等により，自力執
行力のある債権の徴収職員に強力な調査権限が付与されている。

 そして，地方税法２２条は，同法が上述のとおり徴税職員に対して強
力な調査権限を与えていることと引き換えに，徴税職員に対して，通常
の地方公務員と比して，広範で，かつ重い守秘義務を課しており，「漏
洩」のみならず，「窃用」も禁じている。

 専らプライバシー保護か，申告納税制度の下での税務行政の適正な執
行を確保するという公益保護をも目的として含んでいるのか。
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ｃｆ．東京高裁平成７年７月１９日判決【参考裁判例集ｐ３】 最高裁平成
９年４月２５日判決はこれを支持・・・含む。

ｃｆ．大阪高裁平成１０年１月２９日判決【参考裁判例集ｐ４】 最高裁平
成１４年９月２６日判決はこれを支持・・・含む。

ｃｆ．大阪地裁平成１３年３月８日判決【参考裁判例集ｐ４】・・・含ま
ない。

ウ 「漏洩」の意義
 「漏洩」とは，私人の秘密を本人の意思に反して第三者に知らせるこ
とをいう。

 「租税行政組織内部において，当該事案に関する租税の確定・徴収の
ために必要な範囲内で，上司及び当該事案の調査に従事する他の職員に
知らせること」は「漏洩」の唯一の例外である（弘文堂／金⼦宏「租税
法」第１６版６９８頁）。

 上記文献では「（租税行政組織内部であっても）上司及び当該事案の
調査に従事する」他の職員に限り，「漏洩」の例外にあたるとされてい
る。したがって，「徴税吏員と徴収吏員の併任」をすることで，「漏
洩」という構成要件該当性を回避できるとは断言できない。

エ 「窃用」の意義
 秘密に該当する私人の情報を本人の意思に反して利用することをいう。
税の徴収のために収集した情報を私債権等の徴収の目的に使用するのは
「窃用」あたると考えられる。

オ 秘密の意義
 実質秘であることが必要（最高裁昭和５２年１２月１９日判決【参考
裁判例集ｐ２】）
→当該秘密が一般に知られておらず，かつ，本人が他人に知られないこ
とについて客観的に相当の利益を有するものであることが必要である。

カ 守秘義務の解除
 強制徴収公債権の徴収職員相互間
ａ 強制徴収公債権の徴収職員は地方税の徴収吏員と同様の権限と守秘
義務を負っている。

ｃｆ．平成１９年３月２７日総税企第５５号「地方税の徴収対策の一層
の推進に係る留意事項等について」
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＊資料集ｐ１９〜ｐ２１→この通知では，国税徴収法や地方税法の例に
よる自力執行権が付されている債権については，地方税法２２条に定
める守秘義務に関し，滞納者の財産情報を利用することは差しつかえ
ない，とされている。

 法令によって，その開示が要求され，あるいは，閲覧が認められてい
る場合
ａ 恩給法５８条の４，生活保護法２９条，公営住宅法２３条の２（現
行法３４条）

ｃｆ．大阪地裁昭和４３年１２月２５日判決【参考裁判例集ｐ１】（公
営住宅法２３条の２に基づく市町村⺠税課税台帳の閲覧は可），
大阪高判昭４５．１．２９（上記大阪地裁判決の控訴審）

 照会に応じないことについて罰則等が課され，これによって守秘義務
を解除したと認められる場合
ａ 刑事訴訟法１４４条により公務員の職務上の秘密に関する証言拒否
権が原則として認められない場合等

 本人同意があればよいのか。
ａ 趣旨をどう解するのか。
ｃｆ．総務省平成２３年３月３日「生活困窮者対策等における税務情報

の活用について」 資料集ｐ２２〜ｐ２４
ｃｆ．前掲東京高裁平成７年７月１９日判決・・・本人が同意していて

も課税庁が守秘義務を理由に調査担当者の証言を許可しなかった
ことは違法であるということはできない。

キ 違法性が阻却される場合もある。
 東京高裁平成９年６月１８日判決【参考裁判例集ｐ３】

６ 対応策
⑴ 非強制徴収公債権，私債権については，本人から情報を取るのが原則であ
る。→何とかして接触を図る。 ＊資料集ｐ２５〜ｐ２６

⑵ 本人から同意書を取る。 ＊前掲資料集ｐ１１
⑶ 弁護士法２３条の２を活用する。
（不開示に対して損害賠償請求できるか？）
肯定・・・東京地判平２２．９．１６【参考裁判例集ｐ８】，名古屋地判平

２５．２．８【参考裁判例集ｐ１０】
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否定・・・東京高判平２５．４．１１【参考裁判例集ｐ１０】，名古屋高判
平２５．７．１９【参考裁判例集ｐ１１】，最高裁平２８．１０．
１８【参考裁判例集ｐ１２】

（２３条の２照会に対する報告義務を負うことの確認請求できるか？）
不明・・・最高裁平２８．１０．１８【参考裁判例集ｐ１２】

第４ 徴収困難であると判断されるときの措置
１ 徴収停止
⑴ 法令の確認
ア 自治法２４０条３項【法令集ｐ１】，自治令１７１条の５
イ 私債権及び非強制徴収公債権のみ適用

⑵ 要件
ア 法人の倒産（１号）
イ 自然人の行方不明（２号）・・・所在不明の基準定立が必要
ウ 金額が少額（３号）・・・取立に要する費用に満たないときの解釈

⑶ 法的効果
ア 内部的手続きであり，債務者との法律関係に影響はない。→時効は進行
する。

イ 自治法上は徴収を停止した後の措置について規定がない。
ｃｆ．江⼾川区の私債権の管理に関する条例１４条１項５号，江⼾川区の私
債権の管理に関する条例施行規則５条→徴収停止後１年経過すれば債権放
棄が可能となる。

２ 事実上の徴収停止
⑴ 法令の確認

自治令１７１条の２本文ただし書き【法令集ｐ５】
⑵ 該当事由
ア 「その他特別の事情」とは →放棄が見込まれるときその他請求すること
が相当でないとき

ｃｆ．生活保護受給中の場合
ｃｆ．債務整理中の場合
ｃｆ．債権放棄事由がある場合

３ 債権放棄
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⑴ 議会の議決が必要
自治法９６条１項１０号【法令集ｐ７】

⑵ 議会の議決は不要
ア 自治令１７１条の７ 債務免除
イ 個別条例
ウ 債権管理条例
ｃｆ．江⼾川区の私債権の管理に関する条例１４条１項

⑶ 放棄の意思表示は必要か
ア 最判平２４．４．２０【参考裁判例集ｐ９】

第５ 強制的な措置（法的手続による回収）
１ 法令の確認
⑴ 自治法２４０条２項【法令集ｐ１】，自治令１７１条の２【法令集ｐ５】
⑵ 私債権及び非強制徴収公債権のみ適用
⑶ 強制徴収公債権は地方税の滞納処分の例による（自治法２３１条の３第３
項【法令集ｐ１】）。

ｃｆ．訴訟を提起するには議会の議決が必要（自治法９６条１項１２号【法令
集ｐ７】）

ｅｘ．江⼾川区の場合，５００万円以下の場合は専決処分で可（自治法１８０
条，江⼾川区の私債権の管理に関する条例８条）

２ 法的手続きを採るべき時期
「相当の期間」とは、債権の性質、取引の実態、時効期間の⻑短等を考慮し

て決すべきであるが、その認定が遅れて債権の完全な実現を阻害することのな
いよう配慮するべきである。一般的にはおおむね１年を限度とすべきであろう
（以上、松本英昭著「逐条地方自治法第４次改訂版」９２０頁）。
ｃｆ．江⼾川区の場合、私債権については、１年を限度とするとしている（江

⼾川区の私債権の管理に関する条例７条【法令集ｐ１７】，江⼾川区の
私債権の管理に関する条例施行規則４条【法令集ｐ１８】）。

３ 法的手続きを採らなかったとき
⑴ 相当期間経過後は違法になる？
ｃｆ．住⺠訴訟（自治法２４２条の２） ＊資料集ｐ３９〜４３
ｃｆ．最判平１６．４．２３【参考裁判例集ｐ５】，最判平２１．４．２８
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【参考裁判例集ｐ７】
ｃｆ．奈良地判平１９．３．２２（貸金の償還に係る案件）【参考裁判例集ｐ

６】，大阪高判平２１．１２．１７（上記奈良地判の控訴審）【参考裁
判例集ｐ８】→怠る事実の違法確認（自治法２４２条の２第１項３号）
及び返還代位請求（旧４号）を認容

ｃｆ．大津地判平２３．３．２４（町有地の管理を怠ったことにつき町の元町
⻑に対する支払請求認容）【参考裁判例集ｐ８】→損害賠償請求義務づ
け（自治法２４２条の２第１項４号）

４ 法的手続を採らなくてもよい場合とは
→前記 第４
５ 自治体が有する債権の請求に係る訴訟の実情
⑴ 案件は殆ど１回で終わる。
→欠席判決（⺠訴法１５９条３項）、和解に代わる決定（同２７５条の２）、
訴訟上の和解（同２６７条）
⑵ 最も簡易・迅速かつ有効な解決手段である。
＊資料集ｐ２７〜ｐ３６

⑶ 債務者から反応がない場合、財産調査権がない私債権、非強制徴収公債権
にあっては、訴訟以外に解決の方法はない。

⑷ 費用対効果の観点からも訴訟を提起すべきである。
＊資料集ｐ３７、ｐ４４

６ 自治体債権にかかる強制執行の実情・・・費用倒れは嘘？
⑴ 公平性の確保するため
⑵ 不納欠損処理をするため
⑶ 費用対効果の観点からも強制執行を行うべきである。
ｃｆ．江⼾川区、練⾺区のデータ ＊資料集ｐ３８、ｐ４４

第６ 時効
１ 時効制度の概要
⑴ 取得時効と消滅時効

２ 時効の起算点
⑴ ⺠法１６６条１項
⑵ 権利を行使することができるときから進行する。
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⑶ 「権利を行使できるとき」とは，法律上の障害がなくなったときをいう。
⑷ 具体的には？
ア 履行期限の定めのある債権…履行期限が到来したとき
（但し，初日不参入のため，翌日から起算する）

イ 履行期限の定めのない債権…債権成立時（判例）
ウ 分割払債務で期限の利益喪失約定がないとき
→ 各分割払いの履行期限が到来したときから，各分割払金それぞれにつ
いて別個に時効が進行する。

エ 分割払債務で期限の利益喪失約定があるとき
 「分割金の支払を●回怠ったときは，当然に期限の利益を喪失し，残
債務全額を直ちに支払う」旨の約定であるとき。

→ 期限の利益を喪失した日の翌日に債務の全部について時効が進行する。
 「分割金の支払を●回怠ったときは，債権者の請求により，残債務全
額を直ちに支払う」旨の約定であるとき。

→ 債権者が請求した日の翌日から債務の全部について時効が進行する。
オ 自治法２３６条３項

３ 時効の効力
⑴ ⺠法１４４条 起算日にさかのぼる。
⑵ 自治法２３６条３項

４ 時効期間
⑴ ⺠法 ・１６７条１項 １０年
ア １６８条〜１７４条【法令集ｐ１９】・・・短期消滅時効
イ １７４条の２【法令集ｐ２０】判決で確定した権利の消滅時効 １０年

⑵ 商法
ア ５２２条１項【法令集ｐ２１】 ５年
商事債権とは・商法５０１条【法令集ｐ２０】（絶対的商行為），５０２

条（営業的商行為）【法令集ｐ２０】，５０３条（附属的
商行為）【法令集ｐ２ 1】

商人とは・・・商法４条【法令集ｐ２０】，会社法５条【法令集ｐ２１】
一方的商行為とは・商法３条【法令集ｐ２０】

⑶ 自治法
ア ２３６条１項 ５年
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５ 時効の中断事由
⑴ ⺠法１５３条【法令集ｐ５】
⑵ 自治法２３６条４項【法令集ｐ４】
⑶ 債務承認も時効中断事由（⺠法１４７条３号【法令集ｐ９】）

６ 時効の援用・放棄
⑴ ⺠法１４５条，１４６条
⑵ 自治法２３６条２項 ｃｆ．最判昭４６．１１．３０【参考裁判例集ｐ２】
⑶ 時効完成後の債務承認→援用権の喪失 最判昭４１．４．２０【参考裁判例
集ｐ１】

７ 時効が完成した場合の請求の可否
⑴ 公債権・・・不可
⑵ 私債権・・・可
⑶ 時効完成を債務者に告知することの当否

第７ 欠損処理
１ 欠損処理の意義
⑴ 不納欠損とは，既に調定された歳入が徴収しえなくなったことを表示する
決算上の取扱いをいう（昭２７．６．１２行政実例）。

⑵ 法律上の存在と会計上の存在はできるだけ一致させることが望ましいが，
必ず一致させなければならないものではない。

ｃｆ．債権放棄
２ 欠損処理が必要な場合
⑴ 債権が弁済及びこれに準ずる行為（相殺，代物弁済等）以外の理由により
消滅したとき

⑵ 債権は存在するが，法律上又は事実上の理由により，徴収が不納若しくは
著しく困難であると認められるとき

３ 欠損処理の方法
⑴ 上記２，⑴のとき
ア 公債権について時効完成

⑵ 上記２，⑵のとき
→ 前記 第４，３

以 上


